
1

●中華民族の団結を阻むと判断した行為を罰する「民族団結
進歩促進法」が施行。
●「超齢労働者の基本権益保障に関する規定」が施行。
●中国企業の対外投資に対する監督を強化する新規規定を施
行。
●香港が中国に返還されてから29年。
●中国共産党は創立105年の記念式典を北京の人民大会堂で開
いた。
●頼清徳総統が民進党の会合で「民主的な台湾と権威主義の
中国は根本的に異なる」と述べ、中国による統一圧力に屈し
ない姿勢を強調した。

1

●米司法省は違法な薬物の輸入販売を阻止しなかっ
たとして、アリババ集団とアント・グループ子会社
から6億ドル（約1000億円）の支払いを受けることで
和解したと発表。

2
●香港で中国政府に批判的な本を販売していた書店「銅鑼湾
書店」の元店長・林栄基さんが死去。

2

●海上保安庁は尖閣諸島・魚釣島の北北西約80キロ
の排他的経済水域（EEZ）で調査活動をしていた測量
船「光洋」が、中国海警局の船から繰り返し中止要
求を受けたと発表した。

3

●中央軍事委員会が開かれ、習近平国家主席が張曙光・中央
軍事委規律検査委員会書記と、王剛・空軍司令官にそれぞれ
上将昇進の命令状を授与。
●台湾当局が米アリゾナ州に窓口機関である「台北経済文化
代表処」を設置すると発表。
●国家金融監督管理総局と湖北省は同省の民営銀行、武漢衆
邦銀行の経営権を接収し、公的管理下に置くと発表。
●各国の外交関係者や学者が集う「世界平和フォーラム」が
北京で開かれた。

6

●台湾で活動するジャーナリストで、産経新聞前台
北支局長が台中市で講演後に男に顔を殴られ負傷し
た。
●米国務省は中国による潜水艦発射弾道ミサイル発
射について「中国の急速かつ不透明な核戦力の増強
は、地域と世界にとって大きな懸念事項だ」との声
明を発表。

4
●中国海警局は台湾本島の東方海域で海警船による「法執行
パトロール」を実施したと発表。

7

●在中国日本大使館は中国ビジネスに従事する在留
邦人向けに、軍民両用（デュアルユース）品を対日
輸出する際に中国当局の取り締まり強化を踏まえた
行動をするよう注意喚起を出した。
●自民党国際局が有識者を招いて中国情勢に関する
勉強会を開いた。

6

●中国人民解放軍の原子力潜水艦が太平洋の公海に向けて潜
水艦発射弾道ミサイル（SLBM）を発射。
●中国とロシアの海軍による合同軍事演習「海上連合2026」
を山東省青島近海で開始。
●江蘇省常州市の中級人民法院が収賄罪などに問われた南京
市の経済技術開発区の元幹部に死刑判決を言い渡した。
●習近平国家主席が米国の建国250年にあわせてトランプ米大
統領へ祝電を送っていたことがわかった。

8

●財務省が発表した5月の国際収支統計（速報）によ
ると、海外とのモノやサービスなどの取引状況を示
す経常収支は前年同月比で19.5%増の3兆9683億円
だった。輸出額は前年同月比で14.7%増の9兆3602億
円、輸入額は9兆3533億円で8.1%増えた。
●日米韓外相会談がトルコで行われ、中国のミサイ
ルについて懸念を共有し結束の強化で一致した。

7

●香港政府は金（ゴールド）の取引を担う清算機関「香港貴
金属中央結算系統」が試験運用を始めたと発表。
●盧溝橋事件から89年の記念式典が北京市の中国人民抗日戦
争記念館で開かれた。
●中国人民銀行（中央銀行）が発表した6月末の外貨準備の内
訳によると、金の保有量は前月末比0.6%増の約2346トンだっ
た。

9
●政府は中国または台湾を原産地とするニッケル系
ステンレスの冷延鋼帯や冷延鋼板に不当廉売関税を
課す暫定措置の発動。11月8日まで適用。

8
●中国の工業情報化省は米人工知能（AI）新興のアンソロ
ピックが開発したプログラミングAI「クロードコード」につ
いて、セキュリティーにリスクがあると発表。

12

●中国外務省が南シナ海を巡る茂木外相の談話を批
判する報道官談話を出し、断固反対と強烈な非難を
表明。
●南シナ海の領有権を巡る中国の主張を退けたオラ
ンダ・ハーグの仲裁裁判所判決から10年となるのに
合わせて、日本、米国、フィリピンなど14か国は
「中国の主張には法的根拠がない」と結論づけた判
決を改めて支持する共同声明を発表。

9

●中国国家統計局が発表した6月の消費者物価指数（CPI）は
前年同月から1.0%上昇し、9カ月連続のプラス。
●中国汽車工業協会は1～6月の中国新車販売（輸出含む）が
前年同期比4%減の1501万7000台だったと発表。同期間の減少
は4年ぶり。
●台湾の財政部（財政省）が発表した貿易統計によると、
2026年1～6月の輸出額は4166億ドル（約67兆5000億円）と前
年同期比47.1%増えた。

13

●在日本中国大使館の施泳次席公使が、南シナ海を
巡る茂木外相の談話を受けて外務省の金井アジア大
洋州局長に厳重抗議した。
●海上保安庁の複数の巡視船が台風を避けるために
台湾海峡に退避して公海上で待機し、中国政府が日
本政府に抗議していたことが分かった。

2026年7月の主な出来事

中　　　国 日中およびその他
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10
●習近平国家主席が北朝鮮の朴泰成首相と北京で面会。
●「中朝友好協力相互援助条約」の締結から65年の記念レセ
プションが北京で開かれた。

15

●日本政府観光局（JNTO）が発表した1～6月の訪日
客数は前年同期比2％減の2108万4800人だった。
●台湾経済部は「台日AIテクノロジーフォーラム」
を都内で開いた。また、企業展示会「台湾エキス
ポ」も都内で開催。
●米民間調査団体ピュー・リサーチ・センターが発
表した各国・地域の世論調査で、多くの国で中国に
対する好感度が米国を上回った。

11
●習近平国家主席が北朝鮮の金正恩総書記と「友好協力相互
援助条約」の締結から65年を迎えたのにあわせて祝電を交
換。

16

●オーストラリアのレアアース（希土類）企業ノー
ザン・ミネラルズは豪州政府から中国系の3株主の議
決権行使などを制限する命令を受けたと発表。
●トランプ米大統領は国民向けに演説し、中国が2億
2000万件にのぼる米有権者情報を不正に取得してい
たと発表。
●トランプ米政権は留学生や外国の報道関係者向け
のビザ（査証）で米国に滞在できる期間を短縮する
規則変更を正式決定。留学生や研究者は原則として
最長4年、報道関係者は最長240日間、中国人の報道
関係者は最長90日間。
●南太平洋パプアニューギニアのトカチェンコ外相
が、首都ポートモレスビーにある台湾の窓口機関
「台北経済弁事処」を閉鎖すると明らかにした。

12
●南シナ海のほぼ全域を自国領とする中国の主張を、国連海
洋法条約に基づく仲裁裁判が退けてから10年。

17

●中国日本商会の本間会長が大連で日本人会社員2人
が拘束された事件について「公平・公正な捜査と司
法手続きを期待する」と訴えた。また、中国各地に
ある日本人学校について「生徒数が前年比で20%減に
なっている」と明らかにした。
●米財務省は輸出管理やパスポートの扱いで中国本
土とは異なった対応を取る香港への優遇措置を再開
すると発表。
●中国各地の日本の在外公館や商工会の幹部ら約200
人が参加する意見交換会が北京で開かれ、金杉駐中
国大使は「デュアルユース（軍民両用）品目の輸出
で審査や取り締まりが強化されている」と指摘し、
中国当局から疑いを持たれた場合は大使館などに相
談するよう呼びかけた。

14

●中国共産党は馬興瑞中央政治局員について収賄や人事の不
正を理由に党籍を剥奪したと発表。
●中国税関総署が発表した1～6月の貿易統計（ドル建て）に
よると輸出から輸入を差し引いた貿易黒字は前年同期比1%減
の5759億ドル（約93兆円）だった。また、6月の貿易統計は輸
出額は前年同月比27.0％増の4123億ドル（約67兆円）、輸入
は36.0％増2867億ドルだった。
●王毅共産党政治局員兼外相が南太平洋の島国ソロモン諸島
のリック・ホウエニプウェラ外務・貿易相と北京で会談。

19
●タイ政府は中国企業4社から総額700億バーツ（約
3400億円）の投資の確約を得たと明らかにした。

15

●中国共産党序列4位の王滬寧人民政治協商会議（政協）主席
ら党・政府の代表団が北朝鮮を訪問。17日まで。
●中国国家統計局が発表した4～6月の国内総生産（GDP）は、
物価の変動を調整した実質で前年同期比4.3%増えた。また、6
月の主要70都市の新築住宅価格動向によると、前月比で価格
が下落したのは全体の70%にあたる49都市だった。
●人工知能擬人化双方向サービス管理暫定弁法（人の思考や
会話を模して感情交流を提供する人工知能サービスを制限す
る法規制）が施行。
●香港警察国家安全部は政府への憎悪をあおる書籍を販売し
たなどとして、国家安全条例違反容疑で二つの書店店員ら男
女5人を拘束した。

20

●欧州委員会は、アリババ集団に対し5億5千万ユー
ロ（約1000億円）の制裁金を科すと発表。
●フィリピン軍は、南シナ海のアユンギン礁周辺で
比海軍兵士が中国海警局の乗組員に殴打されて負傷
したと発表。
●中国税関当局が公表した貿易データによると、6月
の中国から日本へのレアアース（希土類）磁石の輸
出量は前年同月比2.2％減の128トンだった。
●政府が戦没者の遺骨発掘調査を台湾屛東県の海岸
で始めた。

16

●中国外務省は「世界AI協力機構（WAICO）」の設立に関する
協定の調印式が上海で開催されたと発表。
●パプアニューギニアにある台湾の窓口機関「台北経済弁事
処」の閉鎖について、台湾外交部（外務省に相当）は一方的
な決定で受け入れないと発表。
●中国共産党序列4位の王滬寧人民政治協商会議（政協）主席
が金正恩朝鮮労働党総書記と平壌で会談。

21

●ハンガリーのシーヤールトー元外務貿易相が比亜
迪（BYD）幹部に転じると表明。
●防衛省は中国海軍のミサイル駆逐艦1隻が日本の排
他的経済水域（EEZ）内で機関銃の射撃訓練を実施し
たのを確認したと発表。
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17

●「世界人工知能（AI）大会が」上海で開幕し、習近平国家
主席が発展途上国に対してAIに関する5千人の研修枠を提供す
る支援策を打ち出した。
●習近平国家主席が上海市でタイのアヌティン首相、カンボ
ジアのフン・マネット首相とそれぞれ会談し、両国の和平実
現に向けて「役割を果たす」と表明。
●重慶市で土砂崩れが発生。

22

●東南アジア諸国連合（ASEAN）外相会議がマニラで
開かれ、王毅共産党政治局員兼外相、茂木外相が出
席。
●財務省が発表した6月の貿易統計によると、輸出額
から輸入額を差し引いた貿易収支は4069億円で2カ月
連続の赤字だった。

18
●中国税関総署が発表した北朝鮮との貿易統計によると、両
国の今年上半期の貿易総額は約15億690万ドル（約2450億円）
で前年同期比2割増だった。

23

●東南アジア諸国連合（ASEAN）に日中韓を加えた
ASEANプラス3外相会議がマニラで開かれ、王毅共産
党政治局員兼外相が欠席し華春瑩外務次官が参加。
●茂木外相が訪問先のフィリピンで王毅共産党政治
局員兼外相と22日に短時間会話したと明らかにし
た。
●フィリピン沿岸警備隊が南シナ海のスカボロー礁
周辺で、比漁業水産資源局の船などが中国海警局の
船から放水などの妨害を受けたと発表。
●トランプ米政権が日本や中国、欧州連合（EU）な
ど60カ国・地域からの輸入品を対象に、10～12・5％
の追加関税を導入すると発表。
●世界銀行が対中融資を2031年までに段階的に終了
することを決め、今後31年までの総融資額は20億ド
ル（約3270億円）以下に抑える。

20

●中国人民銀行（中央銀行）が発表した7月の最優遇貸出金利
（LPR、ローンプライムレート）は期間1年が年3.0%、同5年超
が年3.5%だった。
●台湾の当局者は6月に台湾周辺で活動した中国の公船は延べ
55隻で、昨年6月の25隻から倍以上に増えたと明らかにした。
●台湾の検察当局は台湾積体電路製造（TSMC）の元社員が中
国への漏えい目的で機密情報を無断で複製していたとして国
家安全法違反罪などで起訴した。

24

●経済産業省と財務省が建築物の屋根や壁などに使
う溶融亜鉛めっき鋼帯と鋼板について韓国と中国か
ら不当に安く輸出されているとの調査結果を発表。
●欧州委員会がTikTokに関し子どもを保護する取り
組みが不十分だとして、巨大IT規制に違反している
との暫定的な見解を公表。

21
●王毅外相兼共産党政治局員がカオ・キムホンASEAN事務局長
と会談。

26
●フィリピン軍が南シナ海にあるフィリピンの排他
的経済水域で21～25日に海上自衛隊や米軍と演習
「海上協同活動」を実施したと発表。

22

●中国の証券監督当局、証券監督管理委員会（証監会）の呉
清主席は投資家との会議を北京で開いた。
●王毅共産党政治局員兼外相がマニラでルビオ米国務長官、
フィリピンのラザロ外相、パプアニューギニアのトカチェン
コ外相とそれぞれ会談。
●中国と東南アジア諸国連合（ASEAN）の外相会議で王毅外相
が「軍国主義の再燃を絶対に許さない」と述べた。
●中国海事局は中国軍が23～24日、福建省沖合の台湾海峡で
実弾射撃演習を行うとウェブサイトで公表。
●馬朝旭外務次官が訪米し、クリストファー・ランドー米国
務副長官らと会談。

27

●中国外務省は日中両国の外相が22日にフィリピン
で短時間会話していたとの日本側の発表を否定し
た。
●中国大使館侵入の陸上自隊員を建造物侵入や銃刀
法違反、脅迫の罪で起訴。
●日本からジャイアントパンダがいなくなって半
年。

23

●王毅共産党政治局員兼外相がキルギスで開かれた上海協力
機構（SCO）外相会合に出席。
●中国農業農村省は台湾東部沖で17～23日に漁業資源に関す
る調査をしたと発表。
●中国共産党序列3位の趙楽際全国人民代表大会常務委員長と
同4位の王滬寧人民政治協商会議主席がチェコのトミオ・オカ
ムラ下院議長と北京でそれぞれ会談。

28

●米連邦通信委員会（FCC）は人型や四足歩行などの
高度なロボットの輸入を禁止したと発表。
●米国の対台湾窓口機関である米国在台協会がSNSに
米国の沿岸警備隊と台湾の海巡署の船が並んで航行
する写真を投稿。

24
●王毅共産党政治局員兼外相がロシアのラブロフ外相とキル
ギスで会談し、日本の「再軍事化」への反対で一致した。ま
た、イランのアラグチ外相とも会談。

29
●日中間の経済交流を目的とする民間団体「日本国
際貿易促進協会（国貿促）」の新会長に岩屋毅前外
相を選出。

25

●台湾の経済部（経済省）は台湾積体電路製造（TSMC）が米
国子会社に最大200億ドル（約3兆2000億円）増資することを
承認。
●台湾の最大野党・国民党が全国代表大会（党大会）を開い
た。
●中国独禁当局は旅行予約サイト最大手・携程集団（トリッ
プドットコムグループ）が独占禁止法に違反したとして、罰
金と違法所得の没収処分を科すと発表。

30

●国際エネルギー機関（IEA）は世界の電気自動車
（EV）市場に関する最新の報告書を公表。中国製EV
の販売が新興国市場で勢いを増し、日欧メーカーが
将来シェアを失う可能性があると警鐘を鳴らした。
●台湾総統府は頼清徳総統が個人として20万台湾ド
ル（100万円）を災害支援として寄付すると発表。

27
●習近平国家主席がブラジルのルラ大統領と電話で協議し、
トランプ米政権に対抗するため2国間や多国間の連携を強める
と確認した。

31

●熊本で発生した地震を受け台湾外交部（外務省）
は義援金の専用口座を開設し、寄付を受け付けると
発表。
●政府のインテリジェンス（情報の収集・分析）の
司令塔となる国家情報局（NIB）が発足。
●中国日本商会は会員企業を対象としたアンケート
調査結果を発表。中国企業と同等に扱われていない
分野として「税関手続き」と答えた比率が半年前の
前回調査から8ポイント増の32%となった。
●外務省は東シナ海の日中中間線の西側で、中国に
よる新たな構造物の設置に向けた動きを確認したと
発表。
●米国土安全保障省は中国新疆ウイグル自治区から
の輸入を原則禁止する「ウイグル強制労働防止法」
に基づき、中国に拠点を置く43社を新たに規制対象
に追加すると発表。
●台湾野党・国民党の劉麗文主席が日本台湾交流協
会台北事務所の片山代表と面会し、被災地支援のた
め個人として寄付すると表明。
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28

●台湾国防部（国防省に相当）は官民が参加する恒例の大規
模演習を8月5～14日に行うと発表。
●中国商務省は過剰生産に関する各国の批判に反論する文書
を発表。

29
●中国外務省は米連邦通信委員会（FCC）が人型などの高度な
ロボットの輸入禁止を発表したことに反発。

30

●台湾の検察当局は中国向けの人工知能（AI）サーバーの不
正輸出に関与した疑いで男を逮捕したと発表。
●中国外務省で日中関係などを担うアジア局長が劉勁松氏か
ら沈敏娟・前駐モンゴル大使へ交代。
●中国共産党は中央政治局会議を開き、党の重要会議である
第20期中央委員会第5回全体会議（5中全会）を10月に開くと
決定。
●人工知能（AI）データセンター向け光通信部品の世界大
手、中国の中際旭創が香港取引所に上場。
●何立峰副首相はベッセント米財務長官、米通商代表部
（USTR）のグリア代表とオンライン協議。

31

●中国国家統計局が発表した7月の製造業購買担当者景気指数
（PMI）は49.2で、5カ月ぶりに好調・不調の境目である50を
下回った。
●香港政府は2026年4～6月期の域内総生産（GDP）の速報値が
物価変動の影響を考慮した実質で前年同期比4.3%増だったと
発表。
●台湾の行政院（内閣）主計総処が発表した2026年4～6月期
の実質域内総生産（GDP、速報値）は前年同期比で12.92%増え
た。
●ゲーム見本市「チャイナジョイ」が上海市で開幕。

31

●熊本で発生した地震を受け台湾外交部（外務省）
は義援金の専用口座を開設し、寄付を受け付けると
発表。
●政府のインテリジェンス（情報の収集・分析）の
司令塔となる国家情報局（NIB）が発足。
●中国日本商会は会員企業を対象としたアンケート
調査結果を発表。中国企業と同等に扱われていない
分野として「税関手続き」と答えた比率が半年前の
前回調査から8ポイント増の32%となった。
●外務省は東シナ海の日中中間線の西側で、中国に
よる新たな構造物の設置に向けた動きを確認したと
発表。
●米国土安全保障省は中国新疆ウイグル自治区から
の輸入を原則禁止する「ウイグル強制労働防止法」
に基づき、中国に拠点を置く43社を新たに規制対象
に追加すると発表。
●台湾野党・国民党の劉麗文主席が日本台湾交流協
会台北事務所の片山代表と面会し、被災地支援のた
め個人として寄付すると表明。
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